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本日の話題
１．基準改訂の大枠

・図書構成（参考技術資料）

２．個別事項

① 設計の基本理念 ＜新規追加＞

② 改良設計 ＜新規追加＞

③ 部分係数法の見直し ＜全般＞

④ 鋼管部材の耐力特性の見直し＜レベル2地震動：耐震設計＞

⑤ 防波堤腹付工の設計法の変更

⑥ 性能設計の深化に向けて（岸壁天端高、係船柱）

・・・・・・雑感 ＆ お知らせ・・・・・・
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第１編 序論
(改訂の背景・特徴)

第２編 総論

(省令１～５条)

第３編 作用及び材料強度条件編

(省令６条)

第４編 施設編

(省令７～５３条)

本書の位置づけ・構成等
第１章 総論

(適用範囲、用語、性能設計体系）
第２章 技術基準対象施設の建設、改良又は維持

（設計理念、改良設計、施工、維持）
第３章 環境等への配慮

第１章 総説
第２章 気象・海象
～ （地盤、土圧・水圧、地震、船舶、環境作用等）

第１１章 材料

基準・同解説 （平成１９年） 基準・同解説 共通編 （平成３０年）

基準・同解説 作用及び材料強度条件編（平成３０年）

「港湾の施設の技術上の基準・同解説」の構成

第１章 総説
第２章 技術基準対象施設に共通する事項
第３章 水域施設
第４章 外郭施設
第５章 係留施設
第６章 臨港交通施設
第７章 荷さばき施設
第８章 保管施設
第９章 船舶役務用施設
第１０章 移動式施設
第１１章 その他の港湾施設

基準・同解説 施設編 （平成３０年）
■共通編に関する参考技術資料

信頼性設計法／生物共生型港湾構造物

■作用及び材料強度条件編に関する参考技術資料
第１章 観測・調査および試験

（気象・海象／地盤／地震動／材料／環境等）

第２章 大規模災害時の調査・試験

■施設編に関する参考技術資料
第１章 耐震設計（照査用震度／地震応答解析）
第２章 専門ふ頭（ｺﾝﾃﾅ／ｸﾙｰｽﾞ／ﾌｪﾘｰー／ﾏﾘｰﾅ／

超大型石油ﾀﾝｶｰ用施設／海底ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ）

第 ３章 臨港交通施設の計画手法
第４章 設計における参考図表

基準・同解説 参考技術資料編 （平成３０年）
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■作用及び材料強度条件編に関する参考技術資料
○第１章 観測・調査および試験

（気象・海象／地盤／地震動／材料／環境等）

⇒港湾調査指針（S46発行，S62改訂）の後継
⇒近年の調査・観測等の高度化に対応
⇒調査・設計・施工・維持の連携強化

○第２章 大規模災害時の調査・試験
⇒2011年東日本大震災の教訓
（初期調査、緊急復旧調査、本格復旧調査） 3



① 設計の基本理念

○技術基準への適合

○性能設計の体系

○設計の基本理念

・設計の基本理念

・設計における施工への配慮

・設計における維持への配慮

4



5

P.6

★どの行為も、行為を実施する時点の法令を遵守することが原則
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★H19基準から性能設計の体系に変更なし



「技術基準対象施設の建設、改良または維持」の構成

7

１ 技術基準対象施設の性能確保の流れ
1.1 性能確保の流れ
1.2 事業への影響度を考慮した各種リスク要因の抽出
と各段階における基本的対応

1.3 個別事業における情報の流れ
1.4 港湾の事業全体における情報の流れ

2 技術基準対象施設の設計
2.1 設計の基本理念
2.1.1 設計の基本理念
2.1.2 設計の前提
2.1.3 設計の範囲と留意点
2.1.4 維持管理の基本的な考え方

2.2 各段階における配慮
2.2.1 各段階における配慮の重要性
2.2.2 設計における施工への配慮
2.2.3 設計における維持への配慮

2.4 改良設計の基本事項
2.4.1 総論
2.4.2 既存施設の改良目的
2.4.3 既存施設の改良の全体手順
2.4.4 改良設計の留意事項

2.3 設計の基本事項
2.3.1 総論
2.3.2 施設の設置目的
2.3.3 設計供用期間
2.3.4 要求性能・性能規定・性能照査手法
2.3.5 計画条件・利用条件
2.3.6 自然環境条件
2.3.7 材料条件・施工条件
2.3.8 維持に係る条件
2.3.9 設計条件を越える事象への配慮
2.3.10 環境等への配慮
2.3.11 経済性

3 技術基準対象施設の施工

4 技術基準対象施設の維持

※ ■今回の改定で大幅加筆修正した箇所 ■新規加筆事項



２．１ 設計の基本理念＞２．１．１ 設計の基本理念

技術基準対象施設の設計の目的は、新規施設の設計及び既存施設の改良設計に共

通して、当該施設の設置目的、重要度、設計供用期間、要求性能、計画条件、利用条件、

自然環境条件、材料条件、施工条件、維持に関する条件、設計条件を越える事象への

配慮、環境等への配慮、経済性など、施設の置かれる諸条件を適切に設定及び勘案し、

設計供用期間中にわたり対象施設の要求性能を満足し続けるように、かつ総合的な観

点で 最も適切と考えられる構造断面や使用する部材・材料等を決定することにある。

すなわち、設計とは、当該施設の施工中から設計供用期間完了時に至る長い時間軸

の中で、設置される空間に最も相応しいと考えられる構造物を描くための技術的な行為

である。このため、構造断面の設定や部材・材料選定にあたっては、既存の構造形式、

標準的な施工方法や部材・材料に限定せず、当該施設の置かれる諸条件に照らして、

少しでも合理的な設計となるように努めるべきである。諸条件に照らして、少しでも合理

的な設計となるように努めるべきである。さらに、設計段階における施工方法や使用する

部材・材料の検討にあたっては、今後の建設現場における労働力不足等に対応し、建

設生産プロセスのさらなる効率化を図る必要がある。このため、ICTや規格化・標準化さ

れた部材の活用、工業化・省力化された工法の導入等による生産性の向上にも配慮す

ることが望まれる。性能規定型の本技術基準においては、このような取り組みが期待さ

れている。 8



9→設計実務者への配慮



２．２ 各段階における配慮＞２．２．２ 設計における施工への配慮

技術基準対象施設の設計にあたって、施工への配慮として必要な措置とは、設計段階にお

いて、当該施設の施工条件を十分に踏まえた上で、設計の前提となる対象施設の施工品質

や施工中の本体構造や仮設構造等の安定性が確実に確保されることを設計段階で確認する

とともに、それらの設計の前提が施工段階で確実に達成されるために施工段階へと伝達すべ

き事項について整理し、これを設計図書（設計計算書や設計図面等） に明瞭に記載し、施工

段階の関係者や技術者に確実に伝達されるように配慮することを指している。

特に、設計上重要な事項で、施工段階で必ず遵守すべき条件等は、設計図面中に注記とし

て示すなどの配慮が必要である。また、設計において、新しい方法（施工方法、構造形式、部

材・材料）や特殊な方法（複雑な施工手順、大規模な仮設工等を必要とする工法）を採用する

場合には、ここに示す施工への配慮を設計段階において特に入念に検討する必要がある。さ

らに、ICTの活用や全体最適設計の考え方の導入によって、対象施設の設計、発注、部材・

材料の調達、各工種の施工等の一連の建設生産プロセスの効率化を目指し、工業化・省力

化された工法の導入等による生産性の向上を図ることも重要である。

～（以下、省略）～ 10



２．２ 各段階における配慮＞２．２．３ 設計における維持への配慮

技術基準対象施設の設計にあたって、維持への配慮として必要な措置とは、設計段階にお

いて、維持管理の基本的な考え方として部材ごとに維持管理レベルを適切に定めるとともに、

設定した維持管理レベルを合理的に実現できるように設計がなされていること、設定した維持

管理レベルに対応した点検診断や維持・補修工事等を円滑に実施できるように当該施設の設

計時より適切な配慮がなされていること、及び適切かつ確実に維持がなされるように維持段階

の関係者や技術者に伝達すべき事項について整理し、これを設計段階で策定する維持管理

計画書（案）に明瞭に記載し、維持段階の関係者や技術者に確実に伝達されるように配慮す

ること、を指している。

特に、設計上重要な事項で、維持段階で必ず遵守すべき条件等は、維持管理計画書（案）に

注記として示すなどの配慮が必要である。また、設計において、新しい方法（施工方法、構造

形式、材料等）や特殊な方法（複雑な構造形式等）を採用する場合には、ここに示す維持への

配慮を設計段階において特に入念に検討する必要がある。

～（以下、省略）～
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② 改良設計

・既存施設の改良と改良目的

・改良設計における課題例

・既存施設の改良の全体手順

・改良設計の基本事項

・改良設計における設計供用期間

12



■改良設計
⇒ 既存施設に対して、用途変更や設計条件等の変更により、既存施設の一部

または全部を利用し、以下の目的を達成するための行為。

13

改良目的 説明 内容等 代表的な事例

①用途の変更
既存施設の設置目的や用途

（機能）を変更させる場合
設置目的・用途の変更

・防波堤から護岸への変更

・護岸から岸壁等への変更

・岸壁等から護岸への変更

②性能の変更

既存施設の設置目的や用途

（機能）に変更はないが、要求

性能を変更し、性能や能力を変

更（向上、または低下）させる場

合

設計波の見直し ・防波堤または護岸の嵩上げ

設計津波の見直し ・防波堤または護岸の耐津波化

対象船舶の変更 ・岸壁等の増深・減深

設計入力地震動の見直し ・岸壁等の耐震化

荷役機械の変更
・岸壁等への荷役機械の導入、荷

役機械の大型化への対応

利便性への対応 ・岸壁等の天端高の変更

親水性への対応
・防波堤または護岸の波浪防護方

法の変更

船舶航行、

停泊の安全性向上
・航路、泊地の増深

③供用期間の

延長

設計供用期間の終了を迎える

施設に対して、供用期間を大幅

に延長する場合。（設計供用期

間の途中の変更も含む）

新たな設計供用期間の設定
・防食工の取替え

・桟橋上部工や下部工 の取替え

★改良設計を類型化することで、改良設計への着手を促す



改良設計における
課題例（矢板式岸壁）
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出典： 高野ら：事例分析に基づく既存港湾施設の改良

設計の現状と課題，土木学会論文集 B3 (海洋開発)
73.2 (2017): I_426-I_431.

矢板式係船岸

（係留施設）

経過年数50年程度
【改良方法】
（当初の想定）

電気防食の取替え，

被覆防食の施工

【改良目的】

供用期間の延長

土中にあるタイ

材や控え工など

の点検診断が困

難な部材

⇒健全性の評価

が困難

上屋

新設矢板の打設等が必要

（大幅な断面変更）

※改良目的以外への対応

（当初想定の改良方法以外

への対応）

⇒既存ストックの有効活用

が出来ない

外力の作用履歴

による残留応力

矢板の腐食量

の実測値

→矢板耐力OK

建設当初と改良時点における

設計条件，設計法，安全性水

準の変化

→矢板根入れの不足

⇒（対応案）

圧密による地盤の強度増加や，

改良地盤の実強度による照査

法線前出しの制約

により，新たな矢

板の打設が困難

背後地（上屋）に

より，新たな控え

工の設置が困難

施設を供用しな

がら施工を実施

（供用施工）



■改良設計の基本事項 ⇒ 新規設計と異なる視点

既存施設に関する情報の
取り扱いの重要性を明示

○点検診断が困難な構造部材等

↓

・定量的な評価が困難

↓

★リスクを十分に認識した対応

↓

★リスク残置の場合、維持管理
における継続的な確認必要。

既存施設の
改良設計

改良設計の基本事項

・当該部材の利用に対す
るリスクを十分に認識

・変状連鎖に着目した点
検診断によって不具合
への早期対応

・実態に沿った条件や照
査しきい値等の設定

既存施設や現況情報

・劣化、損傷状況
・実際の利用形態
・過去の作用履歴、

被災有無の履歴
・部材諸元 など

既存施設に対する
要請（改良目的）

点検診断の実施が困難
な構造部材等

・劣化、損傷程度や残存
耐力の定量的な評価が
困難

設計供用期間にわたって要求性能
を満足させるように、既存施設を合
理的に改良

既存施設に関する情報

○既存施設に関する様々な情報

↓

・実態に沿った条件等が設定

↓

★合理的な設計に繋がる可能性

15



既存施設の改良の全体手順

○既存部材等の流用可否判断難しい
（調査難しい部材・部位もある）
↓

○構造形式、設計断面、施工方法等
の選択の幅に大きく影響
↓

○全体工費・工期に大きく影響

★調査・設計の手間がかかる

16

既存部材等の利用方法

の検討、詳細調査の計

画の立案等

※2.性能照査に基づく構造

断面や使用材料等の決定

（利用する既存部材等の性
能の確認も含む）

測量、解析、

土質調査など

新規施設の建設

港湾計画

調査

構造断面等
の決定

事業計画

施工

維持管理

既存施設の改良

(予防保全計画)
(維持管理計画)

設計条件の設定
(既存部材等の性能の評価※1)

事業計画

施工

維持管理

港湾計画

改良目的および基本方針
に応じた詳細調査

構造断面等
の決定※2

計画

見直し

性能照査

手法の変

更など

施設の目的の設定

用途の変更
(機能の変更)

性能の変更
施設の更新

(供用期間の延長)

計画段階

調査段階

設計段階

施工段階

維持段階

設計との
不整合

新規施設の建設 既存施設の改良

用途廃止

※1.利用可否の判

断等(補修・補強等

判断を含む)

・測量、解析、土質調査など

・既存部材の健全性等の確認

既存施設への
要請

基本方針の検討

(予防保全計画)

新規施設の
要望

必要に応じて改

訂または変更

設計条件の設定

改良設計
新規設計

改良目的の設定

施設の目的の設定

必要に応じて改

訂または変更

基本方針の検討
調査の計画

の立案等

可

不可不可
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供用開始

供用期間 延長した供用期間

供用終了
②延長

供用終了

②
(20%)

①
(80%)

①延長
供用終了

改良設計における設計供用期間

新規設計における設計供用期間

残存する設計供用期間（補修設計）

設計供用
期間

事例件数
の割合

50年 85%

50年以外 15%

設計供用期間の内訳

改良設計時における設計供用期間

出典： 高野ら：事例分析に基づく既存港湾施設の改良設計の現状と課題，
土木学会論文集 B3 (海洋開発) 73.2 (2017): I_426-I_431.



～省略～

［共］第1章1.2技術基準への適合に示すとおり、既存施設の改良設計の際は、

改良時点における技術基準への適合が求められる。なお、既存施設の部材等

を引き続き利用する場合、対象施設に関する全ての照査項目について、改良時

点の技術基準で想定している標準的な性能照査手法（新規施設の設計を想定

した簡便法）と限界値を一律に適用すると、改良目的に照らして過大な改良費

用が発生するなど著しく合理性を欠く場合がある。このような場合には、設計者

は、有識者や専門技術者などの判断のもと、その他の性能照査手法（高度な数

値解析、模型実験、過去の実績や経験に基づく方法など）と限界値等を設定し、

照査項目の一部に適用することもできる。

18

２．４ 設計の基本理念＞２．４．１総論（２）技術基準への適合



③ 部分係数法の見直し

・見直しの背景（荷重抵抗係数アプローチによる部分係数へ）

・照査フォーマットの変更

・部分係数の事例（防波堤、杭基礎支持力）

・見直し一覧

19
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・港湾技術基準（平成19年）

・構造物の性能の照査手法の変化
従来の「安全率」に代わって（※）、確率を考慮する「信頼性設計法」が基準に導
入。

「仕様規定（細かいルール規定）」から「性能規定（性能のみ規定）」へ

安全率法
耐力 /  作用 =1.2
（力のバランス）

※ 設計パラメータのばらつき情報
：考慮しない

信頼性設計法

作用 ＞ 耐力（＝破壊）
となる確率を0.1%以下（例）に。

～ ポイント ～
設計パラメータに「ばらつき（正確には統計的性質）」を考慮

（粘着力、内部摩擦角、単位体積重量・・・等）深
度

調査結果から決定した
設計パラメータ

設計パラメータの一例
地盤の粘着力
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・部分係数の使い分けが煩雑。（破壊確率のコントロール重視による）
課題１：利用法そのものに関する視点
・基準運用開始から10年間の利用者等からの主要意見。

・ヒューマンエラーによる設計計算ミスの誘発
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・各設計パラメータ（例：地盤材料）に、個別に部分係数を乗じる
⇒ もっともらしい材料の性質を「いじっている」
⇒ 破壊モードを正しく評価しているのか不明。
⇒ 設計者の判断が生かされにくい体系。

この地盤の粘着力は
100kPaだと考えるべき.

技術者

粘着力の特性値
（もっともらしい地盤パラメータ）:
100kPa

・信頼性のあるデータや経験上の判断

部分係数の適用
＠性能照査

この層を90kpaで照査？
すべり面が変わるのでは？

技術者

粘着力の設計値
（部分係数がかけられた地盤パラメータ）: 
100kPa×0.9 = 90kPa

・技術者の判断が生かされにくくなる

課題２：力学的な視点
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課題２：力学的な視点

青実線：砂地盤の物性値
そのままで照査

青破線：砂地盤の物性値に
部分係数を乗じて照査

両者の円弧形状は異なる。
⇒地盤改良範囲が異なるなどの影響

・各設計パラメータ（例：地盤材料）に、個別に部分係数を乗じる
⇒ もっともらしい材料の性質を「いじっている」
⇒ 破壊モードを正しく評価しているのか不明。
⇒ 設計者の判断が生かされにくい体系。
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上載荷重 せん断抵抗角

個別の設計パラメータ（材料）に部分係数をかける、
「材料係数アプローチ」による部分係数

まとまった荷重項と抵抗項に部分係数をかける、
「荷重抵抗係数アプローチ」による部分係数

（設計パラメータそのままで計算した抵抗項）

（設計パラメータそのままで計算した荷重項）

移行
H19基準

新基準

新基準における部分係数法のフォーマットの変更

粘着力 重量



 

                                   

  

  

 

Sd ：応答値の設計用値 
Rd ：限界値の設計用値 
γi   ：構造物の重要度、限界状態に達したときの社会的影響等を考慮するための係数（構造

物係数）。本解説書では、特段の断りがない限り、γi =1.0 であり、表記しない。 

m  ： 調整係数（後述の「(3)調整係数」における説明を参照のこと） 
Sjk   ：作用効果 j の特性値(j = 1..n) 
γSj    ：作用効果 j の特性値 Sjkに乗じる部分係数 
Sj () ：作用効果 j の特性値 Sjkを算定するための計算式 
Rjk  ：抵抗（耐力）j の特性値(j = 1..m) 
γRj    ：抵抗（耐力）j の特性値 Rjkに乗じる部分係数 
Rj () ：抵抗（耐力）j の特性値 Rjkを算定するための計算式 

xjk     ：設計因子 xjの特性値(j = 1..p) 25

照査フォーマット
○作用耐力比 ≤ 1.0 を照査することが基本
○部分係数は、作用側、抵抗側ともに、何個でも

設定可能なフォーマット（将来の拡張性）。
 

0.1≤







×

d

d
i R

S
m γ                                   （3.9.1） 

))(,),((),,( 1,111 11 pkknkSpkkkSnkSkSd xxSxxSfSSfS
nn

⋅⋅⋅⋅⋅⋅⋅⋅⋅=⋅⋅⋅= γγγγ  （3.9.2） 

))(,),((),,( 1,111 11 pkkmkRpkkkRmkRkRd xxRxxRgRRgR
mm

⋅⋅⋅⋅⋅⋅⋅⋅⋅=⋅⋅⋅= γγγγ  （3.9.3） 

 

  
  

   

  

    
      

     
   
     

     
   

        

𝑚𝑚 𝛾𝛾𝑖𝑖
𝑆𝑆𝑑𝑑
𝑅𝑅𝑑𝑑

≤ 1.0
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■部分係数・調整係数（案）

𝑚𝑚 𝛾𝛾𝑖𝑖
𝑆𝑆𝑑𝑑
𝑅𝑅𝑑𝑑

≤ 1.0 𝑅𝑅𝑑𝑑 = 𝛾𝛾𝑅𝑅𝑅𝑅𝑘𝑘
𝑆𝑆𝑑𝑑 = 𝛾𝛾𝑆𝑆𝑆𝑆𝑘𝑘

○ 部分係数

⇒ 目標とする性能を確保するために、作用効果や抵抗の特性値に乗ずる係数とし
て統計的解析又は信頼性の高い手法により算出された値をいう。

⇒ 部分係数が1.0以外の数値である場合、当該部分係数は統計的解析によって算
出された部分係数。この場合、調整係数mを便宜上1.0として性能照査を行う。

○ 調整係数

⇒ 調整係数は、「過去の経験に基づく方法」によって規定される安全性の水準と同
等の構造断面になるように調整するための係数であり、従来の安全率法や許
容応力度法における許容安全率に対応する値である。なお、調整係数は、H19
基準・同解説 において構造解析係数で処理されていたものに相当する。

⇒ この場合、統計的解析により算出される部分係数を用いた照査とは異なることを
明示するため、全ての部分係数を便宜上1.0とした上で、調整係数を用いて照査
する。

特性値設計用値 部分係数

★従来の許容安全率に相当。将来的には、部分係数へ移行すべき。



■重力式防波堤の変動波浪に関する堤体の滑動照査

27

γS/γR = 1.08/0.83 ≒ 1.3



■杭の支持力照査（直杭式桟橋の箇所に記載）

28★データ不足、信頼性解析未実施の場合は、従来の安全率を適用。今後、信頼性設計へ移行。



■部分係数の見直し一覧

構造形式 照査モード
H11年基準

安全率

H19基準の

目標安全性
水準

H19基準の
安全率相当値

（↑↓はH11基準と
の比較）

H30基準の
目標安全性水準

次期基準の部分係数
（安全率相当値）

国総研
資料

重力式
岸壁
(永続)

滑動 1.2

期待総費用
最小化

約2.0（↑）

H11基準の
安全性水準

γS=1.06, γR=0.87 (約1.22)

No.880転倒 1.2 約1.2（－） γS=1.23, γR=0.99 (約1.24)

支持力 1.2 （未検討） 調整係数m=1.2 (1.2)

矢板式
岸壁
(永続)

根入れ長
1.5

（砂質土）
約2.0（↑）

H11基準の
安全性水準

【砂地盤】γS=1.09, γR=0.72  (約1.51）
【粘性土】γS=1.09, γR=0.72  (約1.44）

No.901
↓

No.956矢板応力 1.7 約1.1（↓） H19基準以降の実事
例を参考とした目標
安全性水準の再設
定

γS=1,18 γR=0.84 (約1.4)

タイ材応力 2.5 約1.7（↓） γS=1.29, γR=1.01 (約2.0)

桟橋
（直杭式）

接岸時
杭応力

1.7(常時扱い)
1.1(異常時扱い)

約1.3
（常時扱い：↓）
（異常時扱い：↑）

H19基準の
安全性水準

水深12m未満：γS=1.34,γR=0.97（約1.38）
水深12m以上：γS=1.29,γR=1.01（約1.28）

No.899
↓

No.931

防波堤
（混成堤

＆
消波堤）

滑動 1.2

過去の安全
性水準の平
均

混成堤：約1.3（↑）
消波堤：約1.2（－）

H19基準の
安全性水準

混成堤：γS=1.08, γR=0.83 (約1.30)
消波堤：γS=0.90, γR=0.79 (約1.14)

No.922転倒 1.2 混成堤：約1.2（－）
消波堤：約1.0（↓）

混成堤：γS=1.14, γR=0.95 (約1.20)
消波堤：γS=0.99, γR=0.98 (約1.01)

支持力 1.0 （未検討）
H11基準の
安全性水準

調整係数m=1.0 (1.0)

円弧滑り 1.3 期待総費用
最小化

1.0-1.3（↓）

実事例（H19以前も
含む）等を参考とし
た目標安全性水準
の再設定

【砂地盤】γS=1.0１, γR=0.83  (約1.21）
【粘性土】<粘性土の変動係数CVで場合分け>

CV<0.1: γS=1.05, γR=0.86  (約1.2）
0.1≤CV<0.15:  γS=1.04 γR=0.85  (約1.2）
0.15≤CV<0.25: γS=1.02 γR=0.80  (約1.27）

（その他条件）
調整係数m=1.3 (1.3)

No.900
↓

No.955

未掲載：上部斜面堤(国総研資料No.995)，SCP・CDM（資料準備中）
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部分係数設定に係る参考文献（国総研資料）

■部分係数法の見直し

（改訂方針）

・竹信正寛・西岡悟史・佐藤健彦・宮田正史：荷重抵抗係数アプローチによるレベル1信頼性設計法に関する基礎的

研究～永続状態におけるケーソン式岸壁の滑動および転倒照査を対象に～，国総研資料No.880，2015
（防波堤）

・佐藤健彦・竹信正寛・宮田正史：重力式防波堤のレベル1信頼性設計法に関する基礎的研究～混成堤および消波

ブロック被覆堤の滑動および転倒照査を対象に～，国総研資料No. 922，2016
・高野向後・竹信正寛・宮田正史・佐藤健彦：上部斜面を有する防波堤のレベル１信頼性設計法に関する検討

～滑動照査および転倒照査を対象として～，国総研資料No. 995，2017
（船舶接岸速度、直杭式桟橋（接岸時））

・村上和康・竹信正寛・宮田正史・米山治男：船舶の接岸速度の特性に関する基礎的分析，国総研資料No.864，
2015

・村上和康・竹信正寛・宮田正史：直杭式横桟橋の船舶接岸時のレベル１信頼性設計法に関する諸考察（その１），

国総研資料No.899，2016
・勝俣優・竹信正寛・宮田正史・村上和康：直杭式横桟橋の船舶接岸時のレベル１信頼性設計法に関する諸考察

（その２），国総研資料No.931，2016
（控え矢板式岸壁）

・松原弘晃・竹信正寛・宮田正史：控え矢板式岸壁の永続状態における目標安全性水準に関する諸考察，国総研資

料No.901，2016
・松原弘晃・竹信正寛・宮田正史・渡部要一：控え矢板式岸壁の永続状態におけるレベル１信頼性設計に関する基

礎的研究，国総研資料No.956，2017
（円弧すべり）

・川俣秀樹・竹信正寛・宮田正史：修正フェレニウス法を用いた円弧すべり解析における安全性水準の基準間比較，

国総研資料No.900，2016
・川俣秀樹・竹信正寛・宮田正史：修正フェレニウス法を用いた円弧滑り照査のレベル１信頼性設計法に関する基

礎的研究，国総研資料No.955，2017
30

参考



④ 鋼管部材の耐力特性の見直し

＜レベル2地震動：耐震設計＞

・大地震時の桟橋の被害形態

・鋼管部材の取り扱いの問題点

・見直し内容

31



大地震時の桟橋の被害形態

●過去の被災事例を見る限り，桟橋の被害は，土留めの海側への移動とそ
れに伴う地盤（捨石を含む）の移動に起因して生じている．

●土留めの海側への移動に伴い，渡版を介して上部工を押すか（A），または，
土留めの移動に伴い地盤が海側に変位し杭を押すか（B）のいずれかによ
り生じている．

（B）（A）

32



桟橋の被害例（神戸港高浜桟橋、1995年兵庫県南部地震）

●桟橋背後の土
留めの海側への
移動

●渡版を介して
桟橋床版が海側
へ移動

●杭が座屈

33



■鋼管杭の構成則の運用見直し（レベル2地震動に対する耐震設計）

⇒鋼管杭の耐力特性： 簡単なモデル
⇒レベル2地震時の地震応答解析に適用する鋼管部材（鋼管杭

及び鋼管矢板）の照査規準及び構成則の見直し 34



径厚比＆現状のL2地震動に対する鋼管杭の照査
〇 「径厚比」

鋼管杭の「径（D）」

鋼管杭の「厚さ（t）」 径厚比＝(D/t)
・・・D/tが大きい ⇒ 直径に対する肉厚が小さい
・・・D/tが小さい ⇒ 直径に対する肉厚が大きい

〇 現状の照査（レベル2）
鋼管の曲げモーメント

鋼管の曲率（φ）

全塑性モーメントに達した箇所
（=塑性ヒンジに達した箇所）数をカウント

全塑性モーメント

★実際には、全塑性モーメントに対応する
「曲率」で全塑性に達したかどうかを照査

35



Φ1500t15（径厚比大 D/t=100）
軸力比0

軸力比0.45

3次元FEMモデル
3次元FEMモデル
バイリニアモデル（FLIP）
（全塑性モーメント上限）

3次元FEMモデル
バイリニアモデル（FLIP）
（全塑性モーメント上限）

径厚比が大きい場合，
全塑性モーメントに到達しない

軸力比が大きくなると，
最大耐力が大きく低下する

局部座屈発生状況

杭長：20m
降伏応力：235N/mm2

要素長さ：1m（着目位置）

■課題
・径厚比（＝鋼管杭直径／肉厚）が大きい場合

⇒最大曲げ耐力は、全塑性モーメント（現行）に達しない： 最大耐力を過大評価

・鋼管部材の軸力比（＝作用軸力による応力/鋼材が有する降伏応力）が大きい場合も同様

図面提供：港空研
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鋼管部材の取り扱いの問題点（大矢・塩崎他，2017，港空研報告）

★経済設計の追及により，径厚比
D/t=100といった薄肉大径の鋼
管杭が採用される機会が増えて
いる。

★桟橋を対象とした非線形地震応
答解析（FLIP等）では，梁要素
の材料非線形性として，全塑性
モーメントを折れ曲がり点とする
バイリニア型のM-φ関係が用い
られることが多いが，D/tの大き
な鋼管杭は，実際には全塑性
モーメントに到達する前に局部
座屈が生じて耐力低下が生じる
危険性が高い（課題１）。

径厚比が異なる鋼管杭の耐力特性の概念図
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★一方，D/tの小さな鋼管杭
は局部座屈による耐力低
下が起こりにくく，変形が
進んでも耐力を保ち続け
ることができるが，その変
形性能は現行設計法で
は十分に考慮されていな
いという問題点もある（課
題２）。

径厚比が異なる鋼管杭の耐力特性の概念図

38

鋼管部材の取り扱いの問題点（大矢・塩崎他，2017，港空研報告）



鋼管部材の最大耐力特性（曲げモーメントと軸力との組み合せ）
H.30基準

最大曲げモーメント（横軸）と軸力（縦軸）の関係
実線：提案法
破線：既存の方法

○軸力比：大
↓

最大曲げモーメント：低下

○径厚比（D/t）：大
↓

最大曲げモーメント：低下
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限界曲率（縦軸）と軸力（横軸）の関係
実線：提案法
破線：既存の方法 40

○軸力比：大
↓

限界曲率：低下

○径厚比（D/t）：大
↓

限界曲率：低下

鋼管部材の限界曲率の特性（径厚比と軸力比の影響）
H.30基準



■鋼管部材の構成モデルの見直しの効果

○以下の評価精度が向上し、照査精度も向上する。

ア）最大曲げ耐力の評価

・鋼管部材の径厚比及び軸力比に応じた、実耐力の評価が可能となる。

イ）最大曲げ耐力発現時の曲率の評価（ここが実際の塑性ヒンジ）

・鋼管部材の径厚比及び軸力比に応じた、最大耐力発生時の曲率の評価が可能となる。

■想定される実務設計への影響

（２）レベル2地震動に対する設計（鋼管部材の規格選定）

・鋼管部材の規格選定において、性能に重きを置いた選定が可能となる。

ⅰ）径厚比が大きい（例：100程度）場合や軸力比が大きい場合（例：0.2程度以上）、現行

手法より耐力は大幅に小さく評価されるため、肉厚を増加させる（径厚比を低下）など

の対応が必要。

ⅱ）一方で、径厚比が小さい（例：50程度）場合や軸力比が小さい場合（例：0.2程度以下）

は、現行手法から耐力はそれほど低下しないが、最大曲げ耐力発現時の曲率（塑性

ヒンジ化に至るか否かの閾値に相当）は現行手法より大きく評価されるため、許容さ

れる範囲内で肉厚を減少させるとともに、鋼管部材が有する変形性能（粘り強さ）を評

価することが可能となる。
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⑤ 防波堤腹付工の設計法の変更

・腹付工を有する防波堤の耐波設計法（津波浸透流なし）

42



■腹付工（石材）を考慮した防波堤設計

（課題）

・粘り強い構造として腹付工の有効性が研究されている。

・現行基準の腹付工を有する防波堤の設計方法は、40年前から暫定的に

運用されている方法。

・港空研において、腹付工（石材）と基礎マウンドの複合地盤に対する実験

が実施され、その検討手法が提案されている

設計法の変更

※港研報告 第54巻第2号 2015.9

変更
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❏H11基準の方法

【滑動照査式】

※40年前から暫定的に使用

𝜇𝜇𝜇𝜇 + 𝑅𝑅
𝐻𝐻

≧ 1.2

𝑅𝑅 = 𝑊𝑊𝑠𝑠 tan 𝜃𝜃 + 𝜙𝜙
ここに、Ws：滑り面より上の腹付の水中重量

θ ：滑り面傾斜角
φ ：内部摩擦角相当（φ= tan-1μ2）
H ：直立部に作用する水平波力
W ：直立部の清水中の水中重量－揚圧力
μ ：直立部と基礎捨石の摩擦係数
R ：腹付の滑動抵抗力

W

Ws
θ

μ1

H

・腹付の高さは直立部の高さの1/3以上、上幅は高さと同程度以上
・腹付工を無視した直立部の滑動・転倒はFs≧1.0

【規定】

問題点
・実際の破壊メカニズムに基づいたものではない ※あくまで暫定手法
・実験と比較すると安全過ぎる ※40年前からわかっていること
・滑動以外の検討方法について不明瞭
・設計状態（変動or偶発）が不明 ※Fs≧1.2なので変動状態？

高

幅
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❏新しい方法の基本的考え方

【腹付工がない場合】 【腹付工がある場合】

※港研報告 第54巻第2号 2015.9

・腹付工がある場合、深いすべり(SlipA)と浅いすべり(SlipB)を検討すればよい
・SlipAとSlipBの検討には簡易ビショップ法（円弧すべり計算）が適切である
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❏新しい方法の基本的考え方

【滑動照査】

【現行法】 【提案法】

【転倒照査】

【支持力照査】

※腹付工の滑動抵抗力を直線すべり計算から円弧すべり計算（SlipB）に変更

※転倒照査については変更なし

※腹付工による荷重分担を考慮した支持力照査(SlipA)に変更

基礎マウンド

堤体

腹付工

考慮しない

基礎マウンド

堤体

腹付工

考慮しない

q

H
基礎マウンド

堤体

腹付工

SlipA
PH1

PH2
Pv

q

基礎マウンド

堤体

腹付工

𝜇𝜇𝜇𝜇 + 𝑅𝑅
𝑃𝑃

≧ 1.2

（運用上）

（運用上）

W
Ws

θ

基礎マウンド

堤体

腹付工

滑動抵抗力

R=Ws・tan(θ+φ)
φ=tan-1µ
µ=0.8

δ = 0°

µ

W

SlipB
PH2

Pv=PH2tanδ

基礎マウンド

堤体

腹付工

δ = 15°滑動抵抗力

簡易ビショップ法でRを算定

c=20kN/m2

φ=35°
µ
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❏現行法との比較

【腹付天端幅を変化した場合】

❏case1-1 高さ：5.0m 天端幅：5.0m

❏case1-2 高さ：5.0m 天端幅：10.0m

❏case1-3 高さ：5.0m 天端幅：15.0m

❏case1-4 高さ：5.0m 天端幅：20.0m

【腹付高さを変化した場合】

❏case1-1 高さ：5.0m 天端幅：5.0m

❏case0-1 高さ：3.75m 天端幅：5.0m

❏case2-1 高さ：7.5m 天端幅：5.0m

❏case3-1 高さ：10.0m 天端幅：5.0m

同じ
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❏腹付工の滑動抵抗力の比較
【腹付天端幅を変化】 【腹付高さを変化】

・提案法は現行法よりも、腹付工の耐力が大きく算定される。
☞ 現行法の腹付工を過小評価する課題を改善

・腹付工の天端幅を拡げた時、ある幅で腹付工の耐力が頭打ちになる。
☞ 幅を拡げすぎると効果がない

・腹付工の高さを高くすることに効果はある。
☞ 腹付工の天端幅は高さと同程度以上でなくともよい

設計法の違いによる影響（滑動）

腹付天端幅 広狭 腹付高 高低

3.
75

m

5.
0m7.

5m10
.0

m

腹付工

基礎マウンド

5.0m

腹付工

5.0m

基礎マウンド

5.
0m

10.0m
15.0m

20.0m

0

500

1,000

1,500

2,000

0 5 10 15 20 25

滑
動

抵
抗

力
(k

N/
m

)

腹付幅(m)

現行

提案

0

500

1,000

1,500

2,000

2 4 6 8 10 12

滑
動

抵
抗

力
(k

N/
m

)

腹付高(m)

現行

提案
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■腹付工の最大抵抗力
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■腹付工の形状
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(2)提案法の主な特徴

■まとめ

(3)現行法から提案法への主な変更点

滑 動：腹付工の滑動抵抗力を簡易ビショップ法で算定
転 倒：腹付工の効果は考慮しない
支持力：腹付工による荷重分担を考慮

①腹付工の滑動抵抗力を直線すべり計算から簡易ビショップ法に変更
②腹付工の地盤強度を、φ=38.66°からc=20.0kN/m2、φ=35°に変更
③堤体と腹付工の壁面摩擦（δ=15°）を考慮

(4)提案法に求める安全性水準

滑 動：R/S ≧ 1.2(堤体のみ： R/S≧1.0)
転 倒：R/S ≧ 1.2
支持力：R/S ≧ 1.0

【変動波浪≒50年確率波】 【偶発波浪】
滑 動：R/S ≧ 1.0
転 倒：R/S ≧ 1.0
支持力：R/S ≧ 1.0

(1)提案法の適用条件
腹付工の高さは堤体高さHの1/3以上 （a≧H/3）
腹付工の幅は堤体高さHの1/3以上 （b≧H/3）

❏新設計法についてのまとめ

❏今後の課題
・大規模な腹付工の場合に、ケーソン転倒照査に腹付工反力を見込めないか？
・ケーソン底版反力の低減効果を見込めないか？
・津波時のマウンド内浸透流による耐力低下（マウンド、腹付工）の考慮 51



⑥ 性能設計の深化に向けて

・岸壁天端高

・係船柱

52



■岸壁の天端高

53

（主要変更点）
⇒天端高設定の配慮事項を明示（性能設計の深化）

(3) 岸壁の天端高 
① 岸壁の天端高の設定に当たっては、以下に示す事項に配慮して、適切に設定する。 

・安全かつ円滑な荷役作業や旅客の乗降 

   ・対象船舶の乾舷と満載時・空載時の各喫水との関係 

・桟橋における揚圧力 

・高潮による浸水等の可能性 

・波浪による浸水等の可能性 

・津波による浸水等の可能性 

・地盤の圧密沈下の可能性の有無や予測される圧密沈下量 

・維持段階における点検診断や補修工事等のし易さ（特に、桟橋などの場合） 

・大規模地震後の地殻変動による沈降の可能性 

   ・その他 

 

② 岸壁の天端高の基準となる潮位は、朔望平均満潮面とすることができる。 

③  対象船舶が特定できない場合にあっては、岸壁の天端高は、一般に表－2.1.2 の値が多く用いら

れている。なお、表中の値は、朔望平均満潮面を基準として表している。 

 

表－2.1.2 岸壁の標準的な天端高 

 潮位差 3.0m 以上 潮位差 3.0m 未満 
大型岸壁 
（水深 4.5m 以上） 

+0.5～1.5m +1.0～2.0m 

小型岸壁 
（水深 4.5m 未満） 

+0.3～1.0m +0.5～1.5m 

 



■係留施設の附帯設備における繋離船作業への安全性向上への配慮

（写真）西岡ら：係留施設の付帯設備等の整備における繋離船作業の
安全への配慮事項に関する検討，国総研資料No.957，2017

｢繋離船作業に係る安全問題検討会｣（日本繋離船協会，国土交通省（海事局・港湾局））
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ユーザー視点で
細部まで拘る！



■地震条件／耐震設計関連

①福永勇介・竹信正寛・宮田正史・野津厚・小濱英司：重力式および矢板式岸壁を対象とした被災検証による

照査用震度式の妥当性の評価，国総研資料No.920，2016
②福永勇介・野津厚・宮田正史・小濱英司・竹信正寛：被災検証結果に基づく震度修正方法に関する考察，国

総研資料No.979，2017
■腹付工を有する防波堤の耐津波・耐波設計法

①佐藤健彦・宮田正史・高橋英紀・竹信正寛：腹付工を有する防波堤の耐波設計法の提案、国総研資料

No.954，2017
②佐藤健彦・高橋英紀・宮田正史・竹信正寛：津波浸透流を考慮した防波堤の支持力設計法に対する解析的検

討，国総研資料No.994，2017
■設計・施工・維持の連携強化／改良設計／維持／繋離船作業安全性

①坂田憲治・井山繁・宮田正史・佐藤徹・竹信正寛：鉄筋腐食発生限界濃度等が桟橋上部工のライフサイクル

コストに及ぼす影響に関する一考察，国総研資料No.837，2015
②坂田憲治・井山繁・藤井敦・宮田正史：点検診断の劣化度判定結果による消波ブロック被覆堤本体工側壁の

変状傾向に関する一考察，国総研資料No.918，2016
③高野向後・井山繁・坂田憲治・藤井敦・宮田正史・西岡悟史：港湾施設の点検診断結果を踏まえた維持管理

における配慮事項に関する検討，国総研資料No.921，2016
④西岡悟史・井山繁・藤井敦・宮田正史・坂田憲治・高野向後：港湾分野における設計・施工・維持の連携強

化方策に関する基礎的検討，国総研資料No.932，2016
⑤ 藤井 敦・佐藤 徹・坂田憲治・山路 徹・加藤絵万：港湾の施設の点検診断および補修技術等に関する技術

資料，国総研資料No.933，2016
⑥高野向後・宮田正史・藤井敦・井山繁・加藤絵万・山路徹・坂田憲治：既存の港湾施設の改良における設計

上の留意事項に関する検討～外郭施設および係留施設を対象として～，国総研資料No.944，2017
⑦西岡悟史・井山繁・宮田正史・米山治男・辰巳大介・木原弘一：係留施設の付帯設備等の整備における繋離

船作業の安全への配慮事項に関する検討，国総研資料No.957，2017
⑧田端優憲・宮田正史・水谷崇亮・松村聡・鍵本慎太郎・高野向後・岡元渉：既存係留施設の改良工法選定お

よび改良設計に関する基本的な考え方，国総研資料No.996，2017 55
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雑感
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図-1 核としての設計基準（イメージ） 

調査・設計

施工現場

新工法・

新設計法
の開発

知見
知見

核

設計基準

研究

知見

知見

核

設計基準

情報・知識

作り手

作り手

作り手

作り手

作り手

作り手

使い手

使い手

使い手

使い手

使い手

使い手

使い手

使い手

使い手

使い手

使い手

使い手
使い手

使い手

基準改訂

基準改訂

基準改訂

情報・知識

情報・知識

情報・知識

技術伝承における設計基準の役割(宮田・高橋，地盤工学会誌,65-3(710), pp.15-pp.15)

異なる組織や技術者を繋ぐ

異なる時代の技術や技術者を繋ぐ

↓
○定期的な見直し

○計画、調査、発注、施工、維持
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技術伝承における基準類の役割

58

• 港湾に係る技術政策の実行を根幹的に支える港湾技術基準を策定するのみでな
く、本基準を中心として、１０年ピッチで、港湾技術の大きなＰＤＣＡサイクルを回し
続けている。

• この過程で、組織・人材の能力維持・向上、時代を超えた技術伝承を図ることがで
きる。

重要課題の抽出と整理

改訂大方針の策定

原案策定、

設計実務への影響検討

関係者・有識者との
意見交換を踏まえた

最終案の策定

技術基準の施行

利用者からのフィードバック

技術開発の努力

研究の進展

部分改訂

・生産性向上
・大型クルーズ船受入対応等

H19

H19～（定常的） H23～H24頃

H31(予定) H30.4

H27～H28頃

H25～H26頃

（個別事項の例）
・防波堤の耐津波設計（粘り強い構造）
・L2地震時の鋼管部材の耐力特性見直し
・改良設計の基本的考え方
・船舶大型化への対応（船型、係船柱規格等）
・調査・設計・施工・維持管理の連携強化
・海外港湾工事工種への対応（埋立、傾斜堤等）

・防災・減災対策の強化
・維持管理時代に相応しい技術基準
・国際競争力の強化
・調査指針の改訂
・技術基準の国際展開

・個別設計等相談
・技術検討委員会
・各種ガイドライン策定支援
・新規パイロット事業支援
・職員等研修
・国総研報告・資料刊行

・H23東日本大震災
・H24笹子トンネル事故
・超大型コンテナ船の登場

H29

H30.6
1.生産性向上の推進
2.既存ストックの有効活用の促進
3.防災・減災対策の強化
4.国際競争力の強化
5.環境への配慮

次のPDCA
サイクルへ

技術基準の施行

基準・同解説の発行

新たなニーズ
への対応

英訳版の
編集・発行



今後に向けて

59

○国内と海外の相違点、技術ニーズ・動向の両者を俯瞰して、国内の
港湾技術政策（基準も含む）の方向性を戦略的に構築

○海外プロジェクトも利活用しながら、国内・海外の両輪での技術研鑽・
人材育成・技術伝承が必要

国内 海外

耐震設計で決まる

コスト高い

マーケットの縮小

ふ頭再編、維持補修、改良

常時設計で決まる

コスト競争激しい

マーケットの拡大

新規港湾開発

★様々な相違点
・入札契約方式
・自然環境条件
・基準類
・適用技術・工法
・利用材料、等々



ご清聴ありがとうございました。

60
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Ⅰ 港湾技術センターの概要(H28.4～） （H30.4時点）

主要業務
（１）技術基準改定を踏まえた地整等の調査設計案件に対する技術的支援、

設計検討資料のレビュー・アドバイス
（２）技術開発成果の現地適用の促進・企画調整 （港湾技術ﾊﾟｲﾛｯﾄ事業の推進）
（３）設計に関わるナレッジデータベース
組織体制 連絡先
センター長 港湾研究部長 藤井 敦 電話 ０４６－８４４－５０９１
副センター長 港湾施設研究室長 宮田正史 メール ysk.nil-port-tech@ml.mlit.go.jp
事務局長 港湾技術担当課長 中村 健

情報・施工ｼｽﾃﾑ研究官 松田 茂
主任研究官 竹信正寛
港湾技術担当係員 中村俊之

【背景・経緯】

 港湾の直轄組織としてのプレゼンスの一つは技術力にあるが、近年技術力が低下しているとの声が少なくない等のことから、

技術力の維持向上に向けて組織全体として重層的な取り組みが必要。

 技術開発及び設計関係については、平成２８年度から適用される「港湾の技術開発に係る行動計画」に基づいて、特に、技

術開発・研究開発された港湾整備等の効率化に資する有用な技術を現場で試行活用し、直轄技術力を研鑽しつつ汎用性のあ

る技術を増やしていくことが重要である他、現行の港湾技術基準（平成３０年改訂後は改訂基準）の性能規定本来の趣旨を

踏まえた柔軟かつ効率的な港湾設計による港湾整備を実施していくことが重要。

 このため、各地整等の技術力維持向上を支援するための「港湾技術センター」を２８年４月に国総研に設置し、調査設計案

件に対する技術支援、新技術や研究開発成果の現場への先導的導入支援、港湾技術情報等の一元管理による技術ノウハウの

蓄積等を担うこととした。

 なお、平成２８年度からの上記センターの設置に併せて、港湾整備等の効率化に資する有用な技術を現場で試行活用するた

めの「港湾技術パイロット事業」も創設。 62
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地整等の調査設計案件に対する技術的支援の実績（H28d～H29d）

■実績・・・問合せ内容別件数 ■実績・・・地域別件数

■実績・・・技術分野別 専門家のべ数

２年間で９６件の
案件対応
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